
















要    約:

  山梨県では、昭和 48 年から三歳児健康診査を市町村に委託する等、市町村で一次的な

母子保健事業を実施する体制を早くから推進してきたが、平成 9年度からの母子保健事業

の市町村移譲に伴い、母子保健事業の実施体制を再度、見直す必要が出てきた。

  そこで、平成 6年度には、市町村の母子保健事業を効果的に推進するための体制整備の

一環として、保健所にどのような機能を整備すべきか、検討し、(1)市町村で対応困難な

ケースの受け皿となる専門的相談、(2)関係機関との連絡及び調整、(3)情報の提供、(4)

調査研究・関係者の研修等の機能が必要と考え、事業化した。

  今年度は、市町村への母子保健事業の移譲を円滑に実施するために、県内 64 市町村を

対象に市町村の母子保健事業の実態と移譲後の事業予定を調査したところ、すでに市町村

で基本的な母子保健事業が定着していることが確認できた。

 また、市町村の基盤整備(マンパワーの確保・活動拠点・事務処理・予算等)、事後フォ

ローシステム、市町村母子保健計画と情報管理、保健所機能の整備強化等が、移譲に伴う

課題として明らかになった。


